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国立大学法人高知大学事業報告書   「Ⅰ はじめに」 高知大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を発展させることを目的として設置し、「教育基本法の精神に則り、国民的合意の下に、地域社会及び国際社会に貢献しうる人材育成と学問研究の充実・発展を推進する」という理念の下、大学の教育研究に対する国民の要請に応えるとともに、我が国の高等教育及び学術研究の水準の向上と均衡ある発展を図るという国の施策を実現するため、文部科学大臣が定める中期目標に基づき中期計画を策定し、業務を実施しています。  法人をめぐる経営環境は、収入面では、効率化による運営費交付金の▲１％は廃止されましたが、臨時的減額として、標準教員の給与費相当額等を除く一般運営費交付金算定対象支出について▲１．４％（附属病院を有する法人）の削減が実施され、支出面では、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえた人件費削減を求められており、昨年度に引き続き一段と厳しいものとなっています。  このような環境のもと、教育については、教育の質を向上するため、「高知大学の学士課程教育改革の基本方針」に基づき、カリキュラムを実施するとともに、教育効果を検証するため、ルーブリック評価指標やその考え方を援用したチェックリスト等を策定しました。  また、学生支援の一層の充実を図るために、学生に対する緊急経済対策として、文部科学省が定める授業料免除予算額に加え、教育研究環境充実経費を大学独自の予算として措置することにより、授業料免除申請者のうち、基準適合者であるが、免除実施予算額の都合上不許可となる免除基準適格者全員を救済するとともに、大学院学業等成績優秀者免除額を「授業料の年額４分の１」から「授業料の年額２分の１」に引き上げを行いました。  研究活動については、大型研究プロジェクトである若手研究者育成のテニュア・トラック制度導入に向けた事業「イノベーティブマリンテクノロジー研究者育成」が文部科学省の科学技術振興調整費のプログラムに採択され、学内規則の整備、支援室の設置等を行い、同事業を推進しています。  附属病院においては、高知県における研修医の医療技術向上を支援するため、高知県と連携し、高知大学医学部キャンパスに重要拠点となる医療技術訓練支援施設（レジデントハウス）を設置する事業計画を策定しました。  また、環境省が取り組む「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」の拠点となるユニットセンターに高知大学医学部が四国地区で唯一の施設として平成２１年度に選定され、平成２２年度は、高知大学小児保健・環境医学研究センター（高知ユニットセンター）を設置し、調査対象自治体及び協力医療機関とを連携させる地域エコチル調査運営協議会を立ち上げエコチル調査を開始しました。  課題に対する対処方針としては、第２期中期目標として当法人の課題を明確にし、中期計画及び年度計画を策定し、目標達成に向けて事業を推進します。 
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 具体的な計画としては、教育については、地域が直面する諸課題を自ら探求し、学際的な視点で考えるとともに、「環・人共生」の精神に立ってその解決策を提案できる人材の輩出を今期中期目標期間の重点教育目標としていることから、目標の実現に向け、特別教育プログラムの開設を行うとともに、大学院博士課程等の組織の見直しに努めます。  また、当法人の事業費の収入構造は、附属病院収入を除けば、多くを運営費交付金に依存している状況ですが、運営費交付金は、縮減傾向にあるため、大学の教育・研究水準を維持するためには、既定事業等全般にわたる徹底した見直しや節減合理化を図るとともに、外部資金等自己収入の飛躍的な獲得に向け格段の努力を継続的に行う必要があります。  このことから、財政基盤の維持・強化を図り、新たな施策実現を支援するための「高知大学基金」の設立や中長期の視点から計画的に教育研究環境の整備充実を図るために策定した「高知大学キャンパスマスタープラン」に基づく、整備事業を推進します。  さらに、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（省エネ法）の特定事業者としての義務である平成２１年度を基準としたエネルギー消費原単位（総エネルギー量を総面積で除した値）５％以上（５年間）の削減を目指し、平成２２年度に策定した「省エネ行動化計画」に基づき、学内における設備機器の更新を図るなど省エネ事業を推進します。 
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「Ⅱ 基本情報」 １．目標 高知大学は、人と環境が調和のとれた共生関係を保ちながら持続可能な社会の構築を志向する「環境・人類共生」（以下「環・人共生」）の精神に立脚し、地域を基盤とした総合大学として教育研究活動を展開する。教育では、普遍的で幅広い教養を持った専門職業人を養成する。研究では、南国土佐を中心とした東南アジアから日本にかけての黒潮の影響を受ける地域、すなわち黒潮流域圏の特性を活かした多様な学術研究を推進する。もって地域社会の課題解決を図り、その成果を国際社会に発信する。そのため以下の基本目標を掲げる。  １．教育   高知大学は、幅広い教養と高度で実践的な専門能力を身に付け、地域社会や国際社会の健全な発展に貢献できる人材を育成する。とりわけ、地域が直面する諸課題を自ら探求し、学際的な視点で考えるとともに、「環・人共生」の精神に立ってその解決策を提案できる人材の輩出を今期中期目標期間の重点的教育目標とする。   このために、学士課程教育では人文科学・社会科学・自然科学・生命科学にわたる普遍的で幅広い教養と各分野の専門基礎力及び社会で活躍するために不可欠な人間性・社会性・国際性を涵養する。また、大学院教育においては、自らの専門分野において、国際的に通用する知識・技術・表現力を持った人材を育成する。  ２．研究   高知大学は、高知県を中心とした南四国や近縁の黒潮流域圏の地域特性に根ざした先導的、独創的、国際的な研究を推進し、そこで培われた知見やノウハウや人材を国内外の諸地域にも敷衍させることにより、地域社会、近隣社会と国際社会に貢献する。具体的には、自然及び環境保全と、住民の安全・健康とクオリティ・オブ・ライフ（生活の質）の向上を目指した研究を推進し、人と環境との調和のとれた発展に貢献する。研究のキーワードは、「海」、「環境」、「生命」とする。   研究体制としては、個々人の自由な発想に基づく個人研究をベースとしつつ、1）研究拠点で行う研究拠点プロジェクト、2）自然科学系・人文社会科学系・医療学系・総合科学系の各学系が行う学系プロジェクト、3）海洋コア総合研究センターや総合研究センター等で行う組織的研究において、研究者間交流を活性化して研究水準の高度化を図る。  ３．地域連携・国際化   高知大学が有する人的資源（教職員・学生）、知識、情報、研究成果などの知的資源を駆使することで、高知県を中心とした地域社会への貢献を深化・発展させ、地域に欠くことのできない大学として存立基盤を強化する。   これまでに培ってきた教育研究上の成果をアジア・太平洋地域の諸国、特に、開発途上国へ還元することにより、国際社会への積極的な貢献を図る。また、地域に根ざした特色ある国際交流の推進を通して、高知大学の国際化のみならず、活力ある地域社会の発展にも寄与する。 
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２．業務内容 

国立大学法人高知大学は、次の各号に掲げる業務を行う。 

（１）国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号。以下「法人法」という。）第４条第２項

の規定に基づき、高知大学を設置し、これを運営すること。 

（２）学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談、その他の援助を行う

こと。 

（３）法人以外の者から委託を受けて、又はこれと共同して行う研究の実施、その他法人

以外のものとの連携による教育研究活動を行うこと。 

（４）公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

（５）高知大学における研究の成果を普及し、及びその活動を推進すること。 

（６）高知大学における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業であって国立  

大学法人法施行令（平成 15 年政令第 478 号）で定めるものを実施する者に出資すること。 

（７）前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

（国立大学法人高知大学組織規則 第２条） 

 

本学では、法人化に伴い、「４つの C」〔変革 CHANGE、好機 CHANCE、挑戦 CHALLENGE、創

造 CREATE〕を掲げ、学長の強力なリーダーシップのもとで①柔軟で透明性の高い資源配分、

②国立大学法人としての経営の確立と活性化、③社会に開かれた客観的な経営の確立の観

点から、「教育研究活動面における特色ある取り組み」、「教育研究活動を円滑に進めるため

の様々な工夫」、「大学の運営」（組織、人事、財政、施設、情報公開、自己点検・評価、危

機管理等）について全学的な取り組みを行ってきた。 

 特に“地域の大学”として特色ある教育・研究を進めるべく、実学に基本を置いた「智

の創造と継承の場」としての高知大学へと進化することで、高度で実際的な学術研究の推

進と、地域社会のみならず広く国際社会に貢献し得る人材を輩出するため不断の努力を傾

注し改革・改善に取り組んでいるところである。 
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３．沿革 

 高知大学 
（人文学部・教育学部・理学部・農学部） 

高知医科大学 
（医学部） 

昭和 24年 5月 高知大学設置（文理学部・教育学部・

農学部） 

 

43 年 4 月 農学研究科（修士課程）設置  

51年 10月  高知医科大学開学 

52 年 5 月 文理学部分離改組により、人文学

部・理学部設置 

 

53 年 4 月  高知医科大学開校（医学部医学科） 

56 年 4 月 理学研究科（修士課程）設置 医学部附属病院設置 

59 年 4 月  医学研究科（博士課程）設置 

60 年 4 月 愛媛大学大学院連合農学研究科設置  

平成 8 年 4 月 教育学研究科（修士課程）設置  

10 年 4 月  医学部看護学科設置 

11 年 4 月 人文社会科学研究科（修士課程）設

置 

 

14 年 4 月 理学研究科（博士前期・後期課程）

設置 

医学系研究科看護学専攻（修士課程）設

置 

15 年 4 月  医学系研究科医科学専攻（修士課程） 

設置 

 高知大学（人文学部・教育学部・理学部・医学部・農学部） 

15年 10月 旧高知大学と旧高知医科大学を統合し、高知大学が開学 

16 年 4 月 国立大学法人高知大学開学 

黒潮圏海洋科学研究科設置 

20 年 4 月 大学院６研究科（人文社会科学研究科、教育学研究科、理学研究科、医学系研

究科、農学研究科、黒潮圏海洋科学研究科）を総合人間自然科学研究科の１研

究科に改組 

 

４．設立根拠法 

国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 

 

５．主務大臣（主務省所管局課） 

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 
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６．組織図 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．所在地 

本部所在地：高知県高知市 

朝倉キャンパス：高知県高知市 

岡豊キャンパス：高知県南国市 

物部キャンパス：高知県南国市 

小津キャンパス：高知県高知市 

 

８．資本金の状況 

 ２６，５４６，１５１，３５９円（全額 政府出資） 

 

９．学生の状況 

総学生数       ５，５５６人 

 学士課程      ４，９６４人 

 修士課程        ４２４人 

 博士課程        １６８人 

 

総合教育センター 

高 

知 

大 

学

学  部

大 学 院 

人文学部
教育学部
理学部
医学部
農学部

総合人間自然科学研究科 

愛媛大学大学院 
連合農学研究科博士課程 

総合研究センター

国際・地域連携センター

海洋コア総合研究センター 

総合情報センター 

保健管理センター 
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１０．役員の状況                   （平成２３年３月３１日現在） 

役職 氏名 任期 経歴 

学長 相良 輔 平成 20 年 4 月 1日 

～平成 24 年 3 月 31 日 

 

昭和 44 年 6 月  岡山大学医学部 

附属病院助手 

昭和 55 年 8 月  米国 

              ｱﾙﾊﾞｰﾄｱｲﾝｼｭﾀｲﾝ 

              大学客員教授 

昭和 60 年 4 月  高知医科大学 

              医学部教授 

平成 10 年 4 月  高知医科大学 

              副学長 

         （附属病院長） 

平成 15 年 10 月 高知大学長 

平成 16 年 4 月  国立大学法人 

        高知大学長 

理事 
(総務担当) 

副学長兼務 

 

 

櫻井 克年 平成 22 年 4 月 1日 

～平成 24 年 3月 31 日 

昭和 61 年 10 月 京都大学 

農学部助手 

平成 9年 4月   高知大学 

               農学部教授 

平成 17 年 4 月  国立大学法人 

        高知大学経営・ 

        管理推進本部長 

        （兼務） 

平成 18 年 4 月  国立大学法人 

        高知大学副学長 

        (総務担当)(兼務) 

平成 20 年 4 月  国立大学法人 

        高知大学理事 

        (総務担当) 

理事 
(教育担当)

副学長兼務 

 

 

 

深見 公雄 平成 22 年 4 月 1日 

 ～平成 24 年 3月 31 日 

昭和 60 年 4 月  京都大学 

農学部助手 

平成 9年 12 月  高知大学 

農学部教授 

平成 16 年 4 月 国立大学法人 

        高知大学大学院 

        黒潮圏海洋科学 

        研究科教授 

平成 16 年 4 月 国立大学法人 

        高知大学大学院 

        黒潮圏海洋科学 

        研究科長（兼務） 
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        (平成 18 年 3月まで) 

平成 20 年 4 月  国立大学法人 

        高知大学理事 

        (教育担当) 

理事 

(研究担

当)副学長

兼務 

 

小槻 日吉三 平成 22 年 4 月 1 日 

 ～平成 24 年 3月 31 日 

昭和 50 年 4 月  高知大学 

              文理学部助手 

平成 11 年 4 月  高知大学 

理学部教授 

平成 18 年 4 月  国立大学法人 

        高知大学副学長 

        (研究担当)(兼務) 

        国立大学法人 

        高知大学研究推進 

        本部長(兼務) 

平成 18 年 7 月  国立大学法人 

        高知大学総合研究 

センター長(兼務) 

理事 

(財務担

当) 

事務局長

兼務 

渡邉  廉  平成 22 年 4 月 1 日 

 ～平成 24 年 3月 31 日 

昭和 50 年 5 月  東京教育大学 

昭和 54 年 11 月 文部省 

平成 15 年 4 月 文部科学省 

               大臣官房会計課 

        総括予算班主査 

平成 17 年 4 月 国立大学法人 

東京農工大学 

総務担当副学長付 

部長 
総括チームリーダー 

（財務担当）兼務 

平成 20 年 4 月 国立大学法人 

九州大学総務部長 

平成 22 年 2 月 国立大学法人 

高知大学理事 

（財務担当） 

（役員出向） 

              事務局長兼務 

理事 

(地域(社

会)連携担

当) 

(非常勤) 

中島 和代 平成 22 年 4 月 1日 

～平成 24 年 3 月 31 日 

昭和 48 年 4 月  ﾃﾞｻﾞｲﾝ事務所 

               あどこうち入社 

昭和 50 年 4 月  ㈱高知放送 RKC 

         ﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ入社 

昭和 57 年 9 月  ﾌﾘｰﾗﾝｽｺﾋﾟｰﾗｲﾀｰ 

昭和 62 年 4 月  戸田建設㈱ 
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               高知開発事務所 

               天王ニュータウン 

企画室委託 

平成元年 10 月  ㈱なかじま企画 

               事務所 

代表取締役社長 

平成 16 年 4 月  国立大学法人 

        高知大学理事 
       （地域(社会)連携担当) 

       （非常勤) 

平成 18 年 4 月  国立大学法人 

        高知大学理事 
（地域(社会)連携担当) 

（非常勤)（再任） 

平成 20 年 4 月  国立大学法人 

        高知大学理事 
（地域(社会)連携担当) 

（非常勤)（再任） 

監事 益田 秀一 平成 22 年 4 月 1日 

～平成 24 年 3 月 31 日 

昭和 48 年 4 月  ㈱四国銀行入行 

平成 17 年 6 月  ㈱四国銀行 

        総務部長 

平成 18 年 4 月  国立大学法人 

        高知大学監事 

平成 20 年 4 月  国立大学法人 

高知大学監事 

（再任） 

監事 

(非常勤) 

大崎 博澄 平成 22 年 4 月 1日 

 ～平成 24 年 3月 31 日 

昭和 42 年 4 月  高知県採用 

平成 9年 4月   高知県健康福祉部 

副部長 

平成 12 年 4 月  高知県教育委員会 

教育長 

平成 20 年 4 月  国立大学法人 

高知大学監事 

 

１１．教職員の状況 

教員 １，０１７人（うち常勤 ７２０人、非常勤 ２９７人） 

職員 １，６２５人（うち常勤 ９１３人、非常勤 ７１２人） 

（常勤教職員の状況） 

常勤教職員は前年度比で２８人（１．７％）増加しております。国、地方公共団体、民間

からの出向者は０人です。 
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「Ⅲ 財務諸表の概要」 

１．貸借対照表（http://www.kochi-u.ac.jp/JA/johokokai/22kessan/22zaimuhyo.pdf） 

（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 

有形固定資産 

  土地 

   建物 

    減価償却累計額等 

   構築物 

    減価償却累計額等 

   機械装置 

    減価償却累計額等 

   工具器具備品 

    減価償却累計額等 

  図書 

 その他の有形固定資産 

 その他の固定資産 

 

流動資産 

現金及び預金 

 未収附属病院収入 

 有価証券 

その他の流動資産 

51,143 

51,086 

26,020 

19,850 

△6,130 

2,151 

△992 

569 

△353 

16,734 

△10,422 

3,309 

349 

56 

 

9,289 

2,025 

2,604 

4,200 

459 

固定負債 

資産見返負債 

国立大学財務・経営セン

ター債務負担金 

 長期借入金 

 資産除去債務 

長期リース債務 

 その他の固定負債 

 

流動負債 

  運営費交付金債務 

寄附金債務 

一年以内償還予定国立大

学財務・経営センター債

務負担金 

 未払金 

  リース債務 

 その他の流動負債 

13,176 

5,620 

 

3,253 

3,271 

139 

818 

73 

 

7,362 

283 

1,721 

 

 

535 

2,937 

821 

1,061 

負債合計 20,538 

純資産の部  

資本金 

 政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

 前中期目標期間繰越 

積立金 

 当期未処分利益 

26,546 

26,546 

7,690 

5,657 

 

4,345 

1,311 

純資産合計 39,894 

資産合計 60,433 負債純資産合計 60,433 

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示している。 
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２．損益計算書（http://www.kochi-u.ac.jp/JA/johokokai/22kessan/22zaimuhyo.pdf） 

（単位：百万円） 

 金額 

経常費用（A） 28,209 

 業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  診療経費 

  人件費 

  その他 

 一般管理費 

 財務費用 

 雑損 

27,112 

1,351 

1,167 

8,529 

14,850 

1,212 

851 

242 

3 

経常収益（B） 29,522 

 運営費交付金収益 

 学生納付金収益 

 附属病院収益 

 その他の収益 

9,446 

3,372 

14,205 

2,497 

臨時損益（C） △38 

前中期目標期間繰越積立金取崩額（D） 38 

当期総利益（当期総損失）（B-A+C+D） 1,311 

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示している。 

３．キャッシュ・フロー計算書（http://www.kochi-u.ac.jp/JA/johokokai/22kessan/22zaimuhyo.pdf） 

（単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（A） 3,268 

  原材料、商品又はサービスの購入による支出 

人件費支出 

  その他の業務支出 

  運営費交付金収入 

  学生納付金収入 

  附属病院収入 

  その他の業務収入 

  国庫納付金の支払額 

△9,560 

△15,057 

△896 

10,146 

3,130 

14,001 

2,186 

△683 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △5,145 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △1,655 

Ⅳ 資金に係る換算差額（D） - 

Ⅴ 資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） △3,532 

Ⅵ 資金期首残高（F） 5,358 

Ⅶ 資金期末残高（G=F+E） 1,825 

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示している。 
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４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 
（http://www.kochi-u.ac.jp/JA/johokokai/22kessan/22zaimuhyo.pdf） 

（単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ 業務費用 9,152 

  損益計算書上の費用 

  （控除）自己収入等 

28,250 

△19,098 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 

Ⅱ 損益外減価償却相当額 

Ⅲ 損益外減損損失相当額 

Ⅳ 損益外利息費用相当額 

Ⅴ 引当外賞与増加見積額 

Ⅵ 引当外退職給付増加見積額 

Ⅶ 機会費用 

 

969 

3 

20 

△30 

203 

430 

Ⅷ 国立大学法人等業務実施コスト 10,748 

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示している。 

 

５．財務情報 

（１）財務諸表の概況 

  ① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

   ア．貸借対照表関係 

   （資産合計） 

    平成２２年度末現在の資産合計は前年度比１２１百万円（前年比 0.2％）減（以下、

特に断らない限り前年度比・合計）の６０，４３３百万円となっている。 

    主な増加要因としては、建設仮勘定が附属病院の基幹・環境整備（特高受変電設

備更新）の工事費前払等により２３４百万円（433.3％）増の２８８百万円となった

こと、未収附属病院収入が附属病院収益の増に伴い２０１百万円（8.4％）増の   

２，６０４百万円となったことが挙げられる。 

    また、主な減少要因としては、工具器具備品が減価償却により５２６百万円

（7.7％）減の６，３１２百万円となったことが挙げられる。 

（負債合計） 

    平成２２年度末現在の負債合計は９０５百万円（4.2％）減の２０，５３８百万円

となっている。 

主な増加要因としては、運営費交付金債務が退職手当の執行残等により２８３百

万円増の２８３百万円となったことが挙げられる。 

    また、主な減少要因としては、債務償還により長期リース債務が７８９百万円

（49.1％）減の８１８百万円、国立大学財務・経営センター債務負担金が５３６百

万円（14.1％）減の３，２５３百万円となったことが挙げられる。 

（純資産合計） 

    平成２２年度末現在の純資産合計は７８４百万円（2.0％）増の３９，８９４百万

円となっている。 
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主な増加要因としては、第１期中期目標期間における積立金累積額等の振替によ

り、前中期目標期間繰越積立金が４，３４５百万円の増となったことが挙げられる。 

    また、主な減少要因としては、振替により積立金が３，８３２百万円（100.0％）

減となったことが挙げられる。 

 

   イ．損益計算書関係 

（経常費用） 

    平成２２年度の経常費用は６６百万円（0.2％）増の２８，２０９百万円となって

いる。 

主な増加要因としては、附属病院の稼動増による医薬品費等の増により診療経費

が２３２百万円（2.8％）増の８，５２９百万円となったことが挙げられる。 

    また、主な減少要因としては、教育経費が消耗品備品費等の減により３０４百万

円（18.4％）減の１，３５１百万円となったことが挙げられる。 

   （経常収益） 

    平成２２年度の経常収益は１，４５９百万円（5.2％）増の２９，５２２百万円と

なっている。 

    主な増加要因としては、附属病院収益が、手術件数の増、患者数の増等に伴い  

１，１４０百万円（8.7％）増の１４，２０５百万円となったこと、寄附金収益が   

２９６百万円（192.2％）増の４５０百万円となったことが挙げられる。 

    また、主な減少要因としては、施設費収益が耐震改修工事の減少等により１２３

百万円（59.1％）減の８５百万円となったことが挙げられる。 

（当期総損益） 

    上記経常損益の状況及び臨時損失として損害賠償金等で４１百万円、臨時利益と

して資産見返寄附金戻入等で２百万円、前中期目標期間繰越積立金を使用したこと

により前中期目標期間繰越積立金取崩額３８百万円を計上した結果、平成２２年度

の当期総損益は７７百万円（6.2％）増の１，３１１百万円となっている。 

 

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

   （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

    平成２２年度の業務活動によるキャッシュ・フローは３８２百万円（13.2％）増

の３，２６８百万円となっている。 

    主な増加要因としては、附属病院収入が１，１０１百万円（8.5％）増の     

１４，００１百万円となったことが挙げられる。 

    主な減少要因としては、国庫納付金の支払額が退職手当未執行分の返還等により

６８３百万円の増となったこと、附属病院の稼動増により原材料、商品又はサービ

スの購入による支出が１４１百万円（1.5％）増の９，５６０百万円となったことが

挙げられる。 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

    平成２２年度の投資活動によるキャッシュ・フローは８，１３６百万円（272.0％）

減の５,１４５百万円となっている。 

    主な増加要因としては、定期預金の預入れによる支出が８，１８０百万円（46.5％）
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減の９，４００百万円となったことが挙げられる。 

    主な減少要因としては、定期預金の払戻しによる収入が９，２２０百万円（48.3％）

減の９，８８０百万円となったこと、有価証券の償還による収入が５，８８０百万

円（21.6％）減の２１，３００百万円となったこと、有価証券の取得による支出が

１，４００百万円（5.8％）増の２５，４００百万円となったことが挙げられる。 

 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

    平成２２年度の財務活動によるキャッシュ・フローは１，０５６百万円（39.0％）

増の１，６５５百万円となっている。 

    主な増加要因としては、リース債務等の返済による支出が９４１百万円（53.0％）

減の８３６百万円となったこと、国立大学財務・経営センター債務負担金の返済に

よる支出が７１百万円（11.6％）減の５４３百万円となったことが挙げられる。 

    主な減少要因としては、長期借入金の返済による支出が７６百万円（51.0％）増

の２２５百万円となったことが挙げられる。 

 

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

   （国立大学法人等業務実施コスト） 

    平成２２年度の国立大学法人等業務実施コストは１，２９９百万円（10.8％）減

の１０，７４８百万円となっている。 

    主な増加要因としては、患者数の増による診療経費が増加したこと等により業務

費が１６６百万円（0.6％）増の２７，１１２百万円となったことが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、附属病院収益が手術件数の増、患者数の増等に  

より１，１４０百万円（8.7％）増の１４，２０５百万円となったこと、寄附金収益

が２９６百万円（192.2％）増の４５０百万円となったことが挙げられる。 
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（表）主要財務データの経年表                          （単位：百万円） 

区分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 

資産合計 58,466 61,323 60,904 60,554 60,433 

負債合計 22,168 23,873 22,618 21,443 20,538 

純資産合計 36,298 37,449 38,286 39,110 39,894 

経常費用 25,082 26,212 27,069 28,143 28,209 

経常収益 26,387 27,154 28,018 28,063 29,522 

当期総損益 1,378 1,065 1,163 1,234 1,311 

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,623 3,124 2,744 2,886 3,268 

投資活動によるキャッシュ・フロー △461 △641 △6,932 2,991 △5,145 

財務活動によるキャッシュ・フロー △884 △642 △1,086 △2,711 △1,655 

資金期末残高 5,624 7,464 2,190 5,358 1,825 

国立大学法人等業務実施コスト 12,197 11,500 10,885 12,047 10,748 

（内訳）      

 業務費用 9,404 9,932 9,606 10,496 9,152 

  うち損益計算書上の費用 25,106 26,276 27,072 28,149 28,250 

  うち自己収入 △15,701 △16,343 △17,465 △17,653 △19,098 

 損益外減価償却相当額 1,338 1,314 912 996 969 

 損益外減損損失相当額 - - - - 3 

 損益外利息費用相当額 - - - - 20 

 引当外賞与増加見積額 - △13 △76 △21 △30 

 引当外退職給付増加見積額 916 △147 3 108 203 

 機会費用 538 414 438 467 430 

 （控除）国庫納付額 - - - - - 

（注１）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示している。 

（注２）対前年度比において著しい変動が生じている理由。 

（注３）各計数に重要な影響を及ぼす事象。（会計方針の変更等） 

 

（注２） 

（損益計算書） 

１．当期総利益 

平成１８年度―１９年度（△３１３百万円：△２２．７％） 

看護師雇用による職員人件費の増及び附属病院の稼動増による医薬品費等の増による診療経費の増

による利益の減額。 

（キャッシュ・フロー計算書） 

１．業務活動キャッシュ・フロー 

平成１８年度―１９年度（５０１百万円：１９．１％） 

手術件数の増、患者数の増等による附属病院収入の増収及び大学改革推進経費等の新規補助金の受

け入れによる増額。 

平成１９年度―２０年度（△３８０百万円：△１２．２％） 

原材料、商品又はサービスの購入による支出の増による減額。 
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平成２１年度―２２年度（３８２百万円：１３．２％） 

手術件数の増、患者数の増等による附属病院収入の増収による増額。 

２．投資活動によるキャッシュ・フロー 

平成１８年度―１９年度（△１７９百万円：△３８．９％） 

未執行の寄附金等の運用のため地方債等を取得したことなどによる有価証券の取得による支出の増

による減額。 

平成１９年度―２０年度（△６，２９１百万円：△９８１．４％） 

有価証券の取得及び定期預金の預入れによる支出の増による減額。 

 平成２０年度―２１年度（９，９２３百万円：１４３．１％） 

  有価証券の償還による収入の増などによる増額。 

 平成２１年度―２２年度（△８，１３６百万円：△２７２．０％） 

  定期預金の払戻しによる収入及び有価証券の償還による収入の減等による減額。 

３．財務活動によるキャッシュ・フロー 

平成１８年度―１９年度（２４１百万円：２７．３％） 

附属病院の医療設備（低侵襲手術システム・生理検査等推進システム）や基幹・環境整備事業のた

めの財務・経営センターからの借入金の増額による増額。 

平成１９年度―２０年度（△４４４百万円：△６９．２％） 

附属病院の医療設備購入や基幹・環境整備事業のための国立財務・経営センターからの長期借入れ

による収入の減額による減額。 

  平成２０年度―２１年度（△１，６２５百万円：△１４９．６％） 

リース債務等の返済による支出の増、附属病院の医療設備購入のための長期借入れによる収入の減

による減額。 

  平成２１年度―２２年度（１，０５６百万円：３９．０％） 

リース債務等の返済及び国立大学財務・経営センター債務負担金の返済による支出の減による減額。 

４．資金期末残高 

平成１８年度―１９年度（１，８４０百万円：３２．７％） 

手術件数の増等による附属病院収入の増収及び国からの補正予算（耐震対策化事業）による施設費

収入の増額。 

 平成１９年度―２０年度（△５，２７４百万円：△７０．７％） 

  有価証券の取得及び定期預金の預入れによる支出の増による減額。 

 平成２０年度―２１年度（３，１６８百万円：１４４．７％） 

  有価証券の償還による収入の増による増額。 

 平成２１年度―２２年度（△３，５３３百万円：△６５．９％） 

  有価証券の取得よる支出の増による減額。 

（国立大学法人等業務実施コスト計算書） 

１．業務費用 

  平成２１年度―２２年度（△１，３４４百万円：△１２．８％） 

  手術件数の増、患者数の増等による附属病院収入の増による減額。 

２．損益外減価償却相当額 

平成１９年度―２０年度（４０２百万円：３０．６％） 

平成１９年度期末に償却が完了した物件が多数あったことによる減額。 
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３．損益外減損損失相当額 

  平成２１年度―２２年度（３百万円：-） 

  本年度において、遊休状態にあった資産について減損処理を行ったことによる増額。 

４．損益外利息費用相当額 

  平成２１年度―２２年度（２０百万円：-） 

  本年度より資産除去債務を計上したことに伴う増額。 

５．引当外賞与増加見積額 

平成１８年度―１９年度（△１３百万円） 

平成１９年度に給与単価の高い退職者が多数あったことによる減額。 

平成１９年度―２０年度（△６３百万円：△４８４．６％） 

平成２１年６月期の期末手当及び勤勉手当の支給月数を一部凍結したことによる減額。 

  平成２０年度―２１年度（５５百万円：７２．４％） 

   本年度の引当対象者に対する増額に比して，退職に伴う減額が少なかったことによる増額。 

  平成２１年度―２２年度（△９百万円：△４２．９％） 

   本年度の引当対象者に対する増額に比して、退職に伴う減額が多かったことによる減額。 

６．引当外退職給付増加見積額 

平成１８年度―１９年度（△１，０６３百万円） 

平成１９年度に給与単価の高い退職者が多数あったことによる減額。 

  平成２０年度―２１年度（１０５百万円） 

   本年度の引当対象者に対する増額に比して、退職に伴う減額が少なかったことによる増額。 

  平成２１年度―２２年度（９５百万円：８８．０％） 

   本年度の引当対象者に対する増額に比して、退職に伴う減額が少なかったことによる増額。 

７．機会費用 

平成１８年度―１９年度（△１２３百万円：△２２．９％） 

施設費補助金を財源として設備を整備したことによる見合いの資本剰余金の増額による政府出資等

機会費用の増額。 

 

（注３） 

平成１８年度 

（会計処理の変更） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る国立大学法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る国立

大学法人会計基準注解」（平成１７年１２月２２日 国立大学法人会計基準等検討会議）を適用してい

る。これによる損益及び資本に与える影響はない。 

平成１９年度 

（会計処理の変更） 

当事業年度より、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」の改訂により、国立

大学法人等業務実施コスト計算書に引当外賞与増加見積額を計上することとしている。これによる国

立大学法人等業務実施コストに与える影響は、１３百万円の減少である。 

平成２２年度 

（会計処理の変更） 

当事業年度より、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（国立大学法人会計
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基準等検討会議 平成２３年１月１４日）及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基

準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 平成２３年２月１５日最終改訂に基

づき、遺産除去債務に係る会計処理を適用している。 

   これにより、当事業年度の資本剰余金は、５３百万円減少している。 

   また、損益並びにセグメント情報に与える影響はない。 
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② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

   ア．業務損益 

    附属病院セグメントの業務損益は１，１９３百万円と、８７３百万円（272.8％）増となっている。   

これは、手術件数の増、患者数の増に伴い附属病院収益が前年度比１，１４０百万円（8.7％）増と

なったことが主な要因である。 

    大学セグメントの業務損益は９４百万円と、５４３百万円増となっている。これは、寄附金収益

及び受託研究等収益の増額等に伴い業務収益が前年度比２８９百万円（2.5％）増となったことが主

な要因である。 

    附属学校園セグメントの業務損益は、１４百万円となっている。 

 

 

（表）業務損益の経年表                             （単位：百万円） 

区分 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

附属病院 810 623 743 320 1,193 

大学 485 289 153 △449 94 

海洋コア - - 6 - - 

附属学校園 - - 2 14 14 

法人共通 9 28 42 34 10 

合計 1,305 941 948 △79 1,312 

（注１）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示している。 

（注２）対前年度比において著しい変動が生じている理由。 

（注３）各計数に重要な影響を及ぼす事象。（会計方針の変更等） 

 

（注２） 

１．業務損益（附属病院） 

平成１８年度―１９年度（△１８６百万円：△２３．０％） 

看護師雇用による人件費の増、患者数が増加したことによる材料費増等による増。 

  平成１９年度―２０年度（１２０百万円：１９．３％） 

手術件数の増、患者数の増に伴う附属病院収益増加による増。 

  平成２０年度―２１年度（△４２３百万円：△５６．９％） 

手術件数の増、患者数の増に伴う診療経費増加による増。 

  平成２１年度―２２年度（８７３百万円：２７２．８％） 

手術件数の増、患者数の増に伴う附属病院収益増加による増。 

２．業務損益（大学） 

平成１８年度―１９年度（△１９５百万円：△４０．３％） 

国からの補正予算による附属学校の耐震工事による教育経費の増及び目的積立金を財源とする共通

教育棟の空調設備整備事業等による経費の増額による増。 

  平成２０年度―２１年度（△６０２百万円） 

目的積立金を財源とする共通教育棟及び学生会館の改修工事等による業務費の増額に伴う増。 

  平成２１年度―２２年度（５４３百万円） 

寄附金収益及び受託研究等収益の増額等による業務収益の増額に伴う増。 
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３．業務損益（海洋コア総合研究センター） 

 平成２０年度―２１年度（△６百万円：－） 

  受託研究等収益及び寄附金収益の減額に伴う減。 

４．業務損益（附属学校園） 

 平成２０年度―２１年度（１２百万円：６００．０％） 

  補助金等収益及び寄附金収益の増額に伴う増。 

５．業務損益（法人共通） 

平成１８年度―１９年度（１８百万円：１８８．９％） 

余裕金の短期運用による受取利息及び有価証券利息の増額による増。 

平成１９年度―２０年度（１４百万円：５０．０％） 

余裕金の短期運用による受取利息及び有価証券利息の増額による増。 

平成２０年度―２１年度（△８百万円：△１９．０％） 

余裕金の短期運用による受取利息の減額による減。 

平成２１年度―２２年度（△２４百万円：△７０．６％） 

余裕金の短期運用による受取利息の減額による減。 

 

（注３） 

平成１８年度 

（業務費用及び業務収益の配分方法の変更） 

附属病院所属の教員並びに研修医に係る人件費の取扱区分を見直した結果、従来と同一の方法を採

用した場合に比べ、附属病院の人件費及び運営費交付金収益はそれぞれ９４０百万円増加し、大学の

人件費及び運営費交付金収益はそれぞれ９４０百万円減少している。なお、この変更による附属病院

及び大学の業務損益に与える影響はない。 

平成２０年度 

平成２０年度の海洋コア総合研究センターセグメント及び附属学校園セグメントは、平成１９年度

においては大学セグメントに含まれている。 

 

イ．帰属資産 

    附属病院セグメントの総資産は１２，２０４百万円と、１７百万円（0.1％）減となっている。   

これは、減価償却に伴い工具器具備品が前年度比３６９百万円（8.9％）減となったことが主な要因

である。 

    大学セグメントの総資産は３３，５７４百万円と、６５百万円（0.2％）減となっている。これは、

減価償却に伴い工具器具備品が前年度比１１５百万円（4.4％）減となったことが主な要因である。 

    海洋コア総合研究センターセグメントの総資産は１，３３２百万円と、８７百万円（6.1％）減と

なっている。これは減価償却に伴い建物等の有形固定資産が対前年度比８７百万円（6.4％）減と  

なったことが主な要因である。 

    附属学校園セグメントの総資産は７，０９４百万円と、４１百万円（0.6％）減となっている。   

これは、建物が前年度比３４百万円（3.8％）減となったことが主な要因である。 
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（表）帰属資産の経年表                             （単位：百万円） 

区分 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

附属病院 11,822 12,433 12,776 12,221 12,204 

大学 40,417 40,645 31,965 33,639 33,574 

海洋コア - - 1,499 1,419 1,332 

附属学校園 - - 6,992 7,135 7,094 

法人共通 6,226 8,244 7,670 6,138 6,225 

合計 58,466 61,323 60,904 60,554 60,433 

（注１）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示している。 

（注２）対前年度比において著しい変動が生じている理由。 

（注３）各計数に重要な影響を及ぼす事象。（会計方針の変更等） 

 

（注２） 

１．帰属資産（法人共通） 

平成１８年度―１９年度（２，０１７百万円：３２．４％） 

期末の未払金の増加や運営費交付金債務及び目的積立金等が増加したことによる現金及び預金の増。 

  平成１９年度―２０年度（△５７４百万円：△７．０％） 

   期末の未払金が減少したことによる現金及び預金の減。 

  平成２０年度―２１年度（△１，５３２百万円：△２０．０％） 

   有価証券を償還したことによる減。 

 

（注３） 

平成１８年度 

（帰属資産の配分方法の変更） 

当事業年度より附属病院に係る帰属資産の区分を見直した結果、従来と同一の方法を採用した場合

に比べ、附属病院の帰属資産は１１，９１２百万円減少し、大学の帰属資産は１１，９１２百万円増

加している。 

平成２０年度 

平成２０年度の海洋コア総合研究センターセグメント及び附属学校園セグメントは、平成１９年度

においては大学セグメントに含まれている。 

 

③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

   当期総利益１，３１１，７６５，７３９円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研

究の質の向上に充てるため、８５０，６０６，１６３円を目的積立金として申請している。 

 

 

（２）施設等に係る投資等の状況（重要なもの） 

  ① 当事業年度中に完成した主要施設等 

高精度放射線治療システム    （取得原価６３０百万円） 

  ② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

   該当なし 



 22

  ③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

   該当なし 

  ④ 当事業年度において担保に供した施設等 

   該当なし 

 

（３）予算・決算の概況 

  以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示しているものである。 

（単位：百万円） 

区分 
平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度  

差額理由 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 

収入 27,429 28,113 28,735 30,238 27,603 30,707 26,880 32,727 28,798 31,137 ※決算 

報告書 

参照 

運営費交付金収入 

補助金等収入 

学生納付金収入 

附属病院収入 

その他収入 

10,286 

920 

3,322 

10,347 

2,554 

10,286 

986 

3,298 

11,018 

2,525 

10,285 

- 

3,318 

10,347 

4,785 

10,285 

137 

3,229 

11,629 

4,957 

10,064 

37 

3,299 

10,347 

3,855 

11,054 

107 

3,234 

12,380 

3,932 

9,638 

50 

3,239 

10,347 

3,606 

10,583 

981 

2,959 

12，900 

5,303 

10,147 

- 

3,229 

12,964 

2,458 

10,147 

598 

3,131 

14，001 

3,261 

支出 27,429 26,814 28,735 29,218 27,603 28,953 26,880 31,594 28,798 29,783 

教育研究経費 

診療経費 

一般管理費 

その他支出 

9,952 

9,590 

4,057 

3,830 

9,677 

9,793 

3,386 

3,958 

10,216 

9,420 

3,730 

5,369 

9,749 

10,321 

3,659 

5,489 

10,457 

9,666 

3,532 

3,948 

10,026 

11,127 

3,599 

4,201 

9,865 

10,246 

3,479 

3,290 

10,649 

12,806 

3,689 

4,449 

13,569 

12,096 

- 

3,133 

12,958 

12,529 

- 

4,296 

収入―支出 - 1,299 - 1,019 - 1,754 - 1,133 - 1,354 

（注１）記載金額については、百万円未満を四捨五入して表示している。 

（注２）予算と決算の差額理由。 

（注３）各計数に重要な影響を及ぼす事象。（会計方針の変更等） 

 

（注２） 

１．収入（補助金等） 

平成１９年度（１３７百万円：－） 

補助金等について、当初予算計上していなかったマンモ検診事業補助金等が交付されたため、予算

金額に比して決算金額が１３７百万円多額となった。 

平成２０年度（７０百万円：１８９．２％） 

補助金等について、当初共同事業として計画していたものを補助金として受入したこと等により、

予算金額に比して決算金額が７０百万円多額となった。 

  平成２１年度（９３１百万円：１，８６２．０％） 

補助金等について、当初予算計上していなかった補助金等が交付されたため、予算金額に比して決

算金額が９３１百万円多額となった。 

平成２２年度（５９８百万円：－） 

補助金等について、当初予算計上していなかった科学技術総合推進費補助金等が交付されたため、

予算金額に比して決算金額が５９８百万円多額となった。 

２．収入（附属病院） 
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平成１９年度（１，２８１百万円：１２．４％） 

手術件数の増、患者数の増等に伴い予算金額に比して決算金額が１，２８１百万円多額となった。 

平成２０年度（２，０３３百万円：１９．６％） 

手術件数の増、患者数の増等に伴い予算金額に比して決算金額が２，０３３百万円多額となった。 

  平成２１年度（２，５５３百万円：２４．７％） 

手術件数の増、患者数の増等に伴い予算金額に比して決算金額が２，５５３百万円多額となった。 

３．収入（その他） 

平成２１年度（１，６９７百万円：４７．１％） 

   予算段階では予定していなかった国の各組織、特殊法人及び民間からの受託研究の獲得や寄附金の

獲得に努めたため、予算金額に比して決算金額が１，６９７百万円多額となった。 

平成２２年度（８０３百万円：３２．７％） 

   予算段階では予定していなかった国の各組織、特殊法人及び民間からの受託研究の獲得や寄附金の

獲得に努めたため、予算金額に比して決算金額が８０３百万円多額となった。 

４．支出（診療経費） 

平成２０年度（１，４６１百万円：１５．１％） 

手術件数の増、患者数の増等に伴い予算金額に比して決算金額が１，４６１百万円多額となった。 

 平成２１年度（２，５６０百万円：２５．０％） 

  手術件数の増、患者数の増等に伴い予算金額に比して決算金額が２，５６０百万円多額となった。 

５．支出（一般管理費） 

平成１８年度（△６７０百万円：△１６．５％） 

職員の人件費の削減や事務経費の節減に努めたことにより、予算金額に比して決算金額が６７０百

万円少額となった。 

６．支出（その他） 

  平成２１年度（１，１５９百万円：３５．２％） 

   補助金等について、当初予算計上していなかった支出の増のため、予算金額に比して決算金額が   

１，１５９百万円多額となった。 

  平成２２年度（１，１６３百万円：３７．１％） 

   施設整備費等について、当初予算計上していなかった支出の増のため、予算金額に比して決算金額

が１，１６４百万円多額となった。 

 

（注３） 

平成２２年度 

（予算計画区分の変更） 

当事業年度より支出予算の区分を見直した結果、従来と同一の方法を採用した場合に比べ、一般管

理費の決算金額は３，３８３百万円減少し、教育研究経費の決算額は３，３３５百万円増加し、診療

経費の決算額は４９百万円増加している。 
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「Ⅳ 事業の実施状況」 

（１）財源構造の概略等 

  当法人の経常収益は、２９，５２２百万円で、その内訳は、附属病院収益       

１４，２０５百万円（48.1％（対経常収益比、以下同じ。））、運営費交付金収益      

９，４４６百万円（32.0％）、授業料収益２，８９５百万円（9.8％）等となっている。 

  また、附属病院の基幹環境整備及び病院特別医療機械設備を購入する財源として、独

立行政法人国立大学財務・経営センターの施設費貸付事業により長期借入れを行った（平

成２２年度新規借入れ額１９４百万円、期末残高３，５３２百万円（既往借入れ分を含

む））。 

 

（２）財務データ等と関連付けた事業説明 
ア．大学セグメント 

   大学セグメントは、５学部、１研究科、教育研究施設４センター、保健管理センタ

ー、教育研究部及び管理運営組織により構成されており、教育研究の発展・高度化を

図ることを目的としている。 
   平成２２年度においては、年度計画に定めた外部研究資金、寄附金その他の自己収

入の増加に関する目標の達成を実現するため、財政基盤の維持・強化を図り、教育・

研究環境の充実、社会貢献活動の一層の促進、学生への支援・サービス等新たな施策

実現のための支援を学内外の方々に広く仰ぎ、「地方大学から地域の発展を担う大学」

へと転換を図ることを目的として「高知大学基金」の設立を計画し、この基金の事業

内容及び運営体制等を構築するための「高知大学基金設置準備委員会」を設置し、順

調に進捗している。 
   また、経費の抑制に関する目標の達成を実現するために、人件費削減を実施し、平

成１７年度総人件費に対し、年度計画目標の５％削減を上回り達成できた。 
   さらに、管理経費の削減に取り組んだ結果、消耗品費及び水道光熱費の合計削減額

が、年度計画目標である第１期中期平均の２％削減を上回り達成できた。 
   大学セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益６，６５５百万円 

（55.7％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、学生納付金収益    

３，３５８百万円（28.1％）等となっている。また、事業に要した経費は、人件費   

７，８０５百万円、教育経費１，２００百万円、研究経費１，０５１百万円、一般管

理費７４６百万円等となっている。 

   （事業内容及び進捗状況については、平成２２事業年度に係る業務の実績に関する

報告書参照） 

 
イ．附属病院セグメント 

   附属病院セグメントは、医学部附属病院のみで構成されており、診療を通じて、医

学の教育及び研究を行うことを目的としている。 
   平成２２年度においては、医療の質の向上及び機能的で、医療安全管理の行き届い

た、健全な財務体制を有する病院の構築を実現するため、年度計画に定めた次の事業

等を行った。 
   「新たなクオリティ・インディケーターの決定、その計画方法を検討する体制を構
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築するとともに、感染対策チーム、医療安全チーム、ＮＳＴ（Nutrition Support Team；栄養サポートチーム）、褥瘡対策チームを中心として、医療の質と安全の可視化に向けた検討を行う。」については、医療の質と安全の可視化に向け、新たなクオリティ・インディケーター（診療の質指標）を決定し、測定済みのクオリティ・インディケーターのデータ収集方法等を検討するとともに、未測定のインディケーターの抽出条件を共通化できる、総合データベースシステムを開発した。    「都道府県がん診療連携拠点病院として地域のがん診療のサポート体制を強化する。」については、日本臨床腫瘍学会「がん薬物療法専門医」に３名が認定されるとともに、がん治療センター主催のキャンサーボード（診療科の垣根を取っ払い、医師やがん診療に携わる専門職員等が職種を超えて集まり、一つの症例に対する治療法を包括的に議論する場）や緩和ケア学習会（延べ１，００９名が聴講）等を開催し、がん診療の充実を図っている。    「臨床試験センターの機能を充実させ、「臨床研究に関する倫理指針」に沿った院内整備を行う。」については、新たに生物統計家１名を配置、臨床研究コーディネータを２名増員（計６名）したことにより体制の充実を図った。また、倫理委員会申請処理支援として、事前チェックを開始して倫理審査の円滑化を図った。    附属病院セグメントにおける事業の実施財源は、附属病院収益１４，２０５百万円（85.8％）、運営費交付金収益１，８９５百万円（11.4％）等となっている。また、事業に要した経費は、診療経費８，５２９百万円、人件費６，２７５百万円、財務費用２２４百万円、一般管理費１００百万円等となっている。 （事業内容及び進捗状況については、平成２２事業年度に係る業務の実績に関する報告書参照） 

  

附属病院セグメントにおける収支の状況（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） （単位：百万円）金額Ⅰ 業務活動による収支の状況(A) 3,1703,1703,1703,170人件費支出 △ 6,151△ 6,151△ 6,151△ 6,151その他の業務活動による支出 △ 7,045△ 7,045△ 7,045△ 7,045運営費交付金収入 1,9831,9831,9831,983附属病院運営費交付金 ----特別運営費交付金 119119119119特殊要因運営費交付金 113113113113その他の運営費交付金 1,7501,7501,7501,750附属病院収入 14,20514,20514,20514,205補助金等収入 169169169169その他の業務活動による収入 8888Ⅱ 投資活動による収支の状況(B) △ 656△ 656△ 656△ 656診療機器等の取得による支出 △ 993△ 993△ 993△ 993病棟等の取得による支出 △ 394△ 394△ 394△ 394無形固定資産の取得による支出 △ 2△ 2△ 2△ 2有形固定資産及び無形固定資産売却による収入 ----施設費による収入 735735735735その他の投資活動による支出 ----その他の投資活動による収入 ----利息及び配当金の受取額 ----Ⅲ 財務活動による収支の状況(C) △ 1,350△ 1,350△ 1,350△ 1,350借入による収入 194194194194借入金の返済による支出 △ 225△ 225△ 225△ 225国立大学財務・経営センター債務負担金の返済による支出 △ 543△ 543△ 543△ 543リース債務の返済による支出 △ 551△ 551△ 551△ 551その他の財務活動による支出 ----その他の財務活動による収入 ----利息の支払額 △ 224△ 224△ 224△ 224Ⅳ 収支合計(D=A+B+C) 1,1631,1631,1631,163Ⅴ 外部資金を財源として行う活動による収支の状況(E) ----受託研究及び受託事業等の実施による支出 △ 123△ 123△ 123△ 123寄附金を財源とした活動による支出 △ 23△  23△  23△  23受託研究及び受託事業等の実施による収入 123123123123寄附金収入 23232323Ⅵ 収支合計(F=D+E) 1,1631,1631,1631,163
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  ウ．海洋コア総合研究センターセグメント 
   海洋コア総合研究センターセグメントは、海洋コアの冷蔵・冷凍保管を始めとし、

コア試料を用いた基礎解析から応用研究までを一貫して行うことが可能な研究設備を

備える国内唯一の研究施設であり、海洋コアの総合的な解析を通して、地球環境変動

要因の解明や海洋底資源の基礎研究を行うことを目的として設立された全国共同利用

施設である。 
   平成２１年６月には、文部科学大臣から「地球掘削科学共同利用・共同研究拠点」

として認定を受けた。 

   研究者コミュニティのニーズに応えつつ、本センターの卓越した設備・機能を活用

した共同利用・共同研究を行い、我が国主導の地球掘削科学や関連分野の拠点化を  

推進する。 

   平成２２年度においては、年度計画等において定められた以下の事業を実施し、国

内外の研究者コミュニティのニーズに応える共同利用・共同研究体制の強化・充実を

通して、我国の地球掘削科学分野の研究活動と国際評価の向上に貢献した。 
  （１） 研究協定を締結した各国研究機関を中心に研究者を招聘し、国際シンポジウム

“2011 Kochi International Symposium on Paleoceanography in East Asia；を

開催し、研究成果の発信と国際化に努めた。 
  （２） 平成２１年度から日本学術振興会先端学術研究人材養成事業に採択され、平成

２１年１２月から平成２２年５月までの間、英国立海洋研究所（サザンプトン大

学）及び中国科学院地球環境研究所から中堅研究者と若手研究者を招聘すること

により、国際性を備えた内外若手研究者の育成とアジアモンスーン変動に関する

国際共同研究ネットワークを構築した。 
  （３） センターの卓越した機器・施設を利用した全国の若手研究者・学生・院生を対

象とした滞在型実習スクールとして、平成２２年８月に「古地磁気コース」を、

平成２３年３月に「コア解析基礎コース」及び「コア同位体分析コース」を開催

し、延べ３８名が参加した。昨年度に引き続き、コアスクールに海外参加者を加

えることによって、国際的な場で活躍する若手研究者の育成・教育に努めた。コ

アスクール受講者が、後に全国共同利用でコアセンターを利用することもあり、

コアスクールは人材育成、センター利用の拡大に寄与している。 
  （４） 平成２２年８月に高校生向けのサマーサイエンスキャンプを主催し、１８名が

参加した。高知大学に入学するケースもあり、地球掘削科学分野の普及・啓発活

動として成果が上がっている。 
  （５） 平成２１年度から開始した、落雷等に伴う瞬電や長時間停電等を防止するため

の無停電電源装置等の設置について、本体の設置及び要接続機器への約９割の接

続を完了し、共同利用研究拠点としての機能の充実・改善に努めた。 
   海洋コア総合研究センターセグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収

益１５４百万円（68.4％）、受託研究等収益６１百万円（27.1％）等となっている。   

また、事業に要した経費は、人件費９２百万円、研究経費６５百万円、受託研究費   

６１百万円等となっている。 
（事業内容及び進捗状況については、平成２２事業年度に係る業務の実績に関する報

告書参照） 
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  エ．附属学校園セグメント 
   附属学校園セグメントは、教育学部附属の４学校園により構成されており、心身の

発達に応じて教育を施すとともに、教育学部における教育の理論及び方法の実証並び

に学生の教育実習を行うことなどを目的としている。 

   第二期中期計画・中期目標に従い、附属学校園を地域のモデル校としていくため、

教育学部門等と附属学校園との研究協力体制を構築し（「教育コラボレーション研究プ

ロジェクト」の活用）、学力向上及びコミュニケーション力育成に関する研究を行った。

また、新学習指導要領に対応して附属小学校と附属中学校との接続部分に関するカリ

キュラム研究を行った。 

   高知県教育委員会等と連携した研修・学校支援については、県教育委員会との「連

携協議会」等の意向を踏まえ、通常の研究協力校活動や公立学校園への講師派遣に加

えて、ミドルリーダー研修、教員免許状更新講習、初任者研修等、現職教員のための

研修の場として活用した。また特別支援学校においては、高知県の特別支援教育を主

導する指導方法の開発や学校支援に関する研究、障害の特性に応じた雇用研究や雇用

に向けた作業学習研究を計画・実施した。 

   さらに、研究等の成果を踏まえながら、教育学部と一体となって学生の観察実習・

教育実習総合研究・教育実習・インターンシップ（応用実習）、大学院生の教育実践研

究・長期インターンシップ等を指導する機能の充実を図った。 

   附属学校園セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益７４０百万円 

（94.6％）等となっている。 
   また、事業に要した経費は、人件費６７６百万円、教育経費８９百万円となって  

いる。 
  （事業内容及び進捗状況については、平成２２事業年度に係る業務の実績に関する報

告書参照）  
 
ＡＡオ．法人共通セグメント 
   法人共通セグメントは、法人共通の帰属資産とした現金及び預金、有価証券に係る

受取利息及び有価証券利息であり、財務収益１０百万円を計上している。 
 
（３）課題と対処方針等 
   当法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費節減に努めるとともに、外

部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に努めた。 
   経費の節減については、人件費の削減や管理経費の節減などを実施し、年度計画目

標額を上回る実績が上がっており、今後も継続して、人件費の削減、管理経費の縮減

に取り組みます。 
   また、外部資金については、大型研究プロジェクトである若手研究者育成のテニュ

ア・トラック制度導入に向けた事業「イノベーティブマリンテクノロジー研究者育成」

が文部科学省の科学技術振興調整費のプログラムに採択されるなど大型競争的資金の

獲得はできたが、受託研究等を含め、受入総額は対前年度に比べ減少しており、今後

も継続して外部資金獲得に向けて取り組む事業を推進していきます。 
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   また、附属病院については、本大学の機能を高い次元で維持し、病院の基本理念を

包含した「地域に密着した先端医療の推進と医療人の育成」を果たすため、医師不足、

新臨床研修制度への対応（マッチング率の向上）、医師国家試験合格率や医学教育のあ

り方など、医学部を含めた附属病院が直面している諸課題に対し対処するため、医学

部再編に連動した病院再開発を目指し、病院収入の増収策や経費節減に努め、当事業

年度においては、病院収入が大幅に増額され安定した経営状況にある。今後は、医学

部再編に連動した病院再開発計画に基づき、必要な附属病院収入の確保に努めます。 
   施設・設備の整備については、様々な状況の変化等にも対応しつつ、継続的に整備・

改善を図っていくことが不可欠の前提要件であり、大学にとって優先されるべき最重

要の課題であり、中・長期的な視点から今後の教育研究環境の整備充実に向けた基本

的な考え方と学内施設・設備の整備方策を定め、計画的かつ迅速に取り組みます。 

  （各事業の進捗状況に対応した課題及び対処方針等については、平成２２事業年度に

係る業務の実績に関する報告書参照） 
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「Ⅴ その他事業に関する事項」 

１．予算、収支計画及び資金計画 

（１）．予算 

  決算報告書参照  

（http://www.kochi-u.ac.jp/JA/johokokai/22kessan/22ten2_kessan.pdf） 

（２）．収支計画 

  年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

（http://www.kochi-u.ac.jp/JA/johokokai/nndkikk22.pdf） 

（http://www.kochi-u.ac.jp/JA/johokokai/22kessan/22zaimuhyo.pdf） 

（３）．資金計画 

  年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

（http://www.kochi-u.ac.jp/JA/johokokai/nndkikk22.pdf） 

（http://www.kochi-u.ac.jp/JA/johokokai/22kessan/22zaimuhyo.pdf） 

 

２．短期借入れの概要 

 該当なし 

 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細 
（単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当 

期交付額 

当期振替額 

期末残高 運営費交付

金収益 

資産見返運

営費交付金 
資本剰余金 小計 

平成 22年度 - 10,146 9,446 416 - 9,863 283 

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示している。 
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（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

①平成２２年度交付分 
（単位：百万円） 

区分 金額 内訳 

業務達成基準

による振替額 

運営費交付

金収益 
237 

①業務達成基準を採用した事業等：「統合的バイオイメージング研究者育

成事業」，「学際的融合によるシステム糖鎖生物学研究推進事業」，「情報

医療学を創成・推進する高度な専門職業人の育成事業」，「建物新営設備

費」，「地域再生教育研究ルネッサンス-『地域協働教育学』教育研究拠点

の確立-」，「大規模電子化医療情報解析システム」，その他  

②当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：237 

（人件費：54，その他の経費：183） 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：- 

ｳ)固定資産の取得額：研究機器 175 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

「統合的バイオイメージング研究者育成事業」については，事業等の

成果の達成度合い等を勘案し，40 百万円を収益化。 

「学際的融合によるシステム糖鎖生物学研究推進事業」については，

事業等の成果の達成度合い等を勘案し，40 百万円を収益化。 

「情報医療学を創成・推進する高度な専門職業人の育成事業」につい

ては，事業等の成果の達成度合い等を勘案し，13 百万円を収益化。 

「建物新営設備費」については，27 百万円を収益化。 

「地域再生教育研究ルネッサンス-『地域協働教育学』教育研究拠点の

確立-」については，事業等の成果の達成度合い等を勘案し，25 百万円

を収益化。 

「大規模電子化医療情報解析システム」については，事業等の成果の

達成度合い等を勘案し，6百万円を収益化。 

 その他の業務達成基準を採用している事業等については，それぞれの

事業等の成果の達成度合い等を勘案し，83 百万円を収益化した。 

 

資産見返運

営費交付金 
175 

資本剰余金 - 

計 413 

期間進行基準

による振替額 

運営費交付

金収益 
8,456 

①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用進行基準を採

用した業務以外のすべての業務 

②当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：8,456 

（人件費：8,456） 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：- 

ｳ)固定資産の取得額：研究機器：240 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 学生収容定員が一定数（90％）を満たしていたため，期間進行基準に

係る運営費交付金債務全額を収益化。 

 

資産見返運

営費交付金 
240 

資本剰余金 - 

計 8,697 
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費用進行基準

による振替額 

運営費交付

金収益 
752 

①費用進行基準を採用した事業等：「退職手当」 

②当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：752 

（人件費：752） 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：- 

ｳ)固定資産の取得額：- 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 945 百万円を収益化。 

 

資産見返運

営費交付金 
- 

資本剰余金 - 

計 752 

国立大学法人

会計基準第

77 条第３項

による振替額 

 

- 該当なし 

合計  9,863  

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示している。 

 

 

（３）運営費交付金債務残高の明細 
 （単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

平成 22 年度 業務達成基準

を採用した業

務に係る分 0 

一般施設借料 

・施設借上停止に伴う不用分を債務として繰り越したもの。 

・当該債務は，翌事業年度以降において使用の予定がないため，中期目

標期間終了時に国庫返納する予定である。 

 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

- 

該当なし 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

283 

退職手当 

・退職手当の執行残であり，翌事業年度以降に使用する予定。 

計 283  

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示している。 

 
 

 




